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        Ⅰ．はじめに

        　今年は、去る7月7日から9日までの3日間、「北海道洞爺湖サミット」が開催された。その主要なテーマの一つは、「環境と共生」をコンセプトとした「地球温暖化」であった。

        　一方、今年の夏は、最近に例を見ない集中豪雨などの異常気象が多発した。これは、地球温暖化に起因しているのではないかと言われて久しい。まさに深刻さを増す地球環境問題。企業にとっても、利益追求と環境保全をどう両立させていくかは大きな経営課題である。

        　また、消費という観点から見ると、人間 が生きていくためには多くのモノやサービスを受けながら生活している。今や、この モノやサービスを受ける身近なところとしては、多くの人がコンビニエンスストア（以下、コンビニと略）を挙げるであろう。

        　コンビニは、優れた店舗経営、多頻度・少量の温度層別配送、POSシステム（販売時点情報管理)、従業員教育、商品開発などのサブ•システムを備えた商店として、今や社会のインフラになっている。また、従来から進めてきた明るく清潔な店舗、売れ筋の品揃えと欠品の無い商品管理、鮮度の管理、接客に加えて、環境への取り組みも行っている。最近では、災害時における自治体との協定などを取り交わし、社会的な役割をも担っている。

        　このような状況のもとで、最近の消費者の一般的動向は多様化、グロ—パル化する経済社会の中で、とりわけ安全、安心して暮らせる社会を持続可能なものとする志向が益々強くなっている。今回取り上げたコンビニ業界においても、今までは、ともするとその利便性だけを追求、享受しがちだったのではないだろうか。

        　昨今、中国ギョウザ事件に端を発し、国内における事業者モラルの著しい低下による食品偽装問題や汚染米事件などが、社会問題や政治課題にもなっている。

        　そこでコンビニ業界における食の安全・安心と食品表示、更には環境問題への対応などについて、消費者の視点に立ち、大手の4社の環境報告書を分析し、且つその上で、最近企業において重要視されるようになってきたCSRの観点と持続可能な消費生活（Sustainable Consumption)の動向をも加味した試みを図ってみることとした。このところ関心が集っている食料自給率やエネルギー関連の問題との関わりなどを鑑みて、私たちの身近で便利なコンビニ業界に焦点をあてることとした。

        　具体的には、大手の4社の「2007年度環境報告書」を素材として、食の安全・安心、環境問題への対応、コンプライアンスなど、いくつかの項目を比較、検討しながら、消費者の視点から進めていくこととした。その結果、消費者、企業、地域社会にとっての今後の望ましい方向性や改革•改善点を提起することが出来れば、幸甚である。

        　

    

    
        コンビニエンスストアを考える51

    

    
        48コンビニエンスストアを考える

    

    
        Ⅱ．食の安全と表示を考える

        　食品の表示偽装が後を絶たない状況にあるにせよ、食品に貼られた表示の内容は消費者が唯一その食品に関する情報を得られる「源」となり、選んで購入する際のポイントとなる。また、企業にとって は事故が生じた場合には、その原因究明や製品回収などの事故拡大防止の為の措置を迅速、かつ、的確に行なう為の手掛かりともなる。

        　しかし、その食品の表示には、目的を異にする食品衛生法、日本農林規格(JAS法)、景品表示法を主としてその他にも幾つかの 法律と異なる所管省庁が存在し、昨今の食品偽装の対策として、ようやく法律の一本 化論が持ち上がって来てはいるものの、現状では消費者側だけでなく企業側にとっても非常に分かりにくい状況にある。

        　ここではまず初めに、表 示の理解を深める意味で、食品衛生法、日本農林規格 (JAS法）に絞ってそれぞれの法令の概略について述べる。

        　

        
            １．関係法令

            
                （１）食品衛生法とは？

                　食品衛生法は、衛生上の健康危害防止を目的として食品の衛生基準が定められた法律であり、この一環として健康危害防止のために食品表示の基準が定められている。

                　食品衛生法に定める表示の対象は「販売の用に供する食品や添加物、規格基準が定められた器具や容器包装」とされており、例えば「おにぎり」の場合、容器包装に入れられた食品の中の「弁当」に該当する。

                　法律で定められた表示義務事項には、「名称」「消費期限（賞味期限)」「製造所又は加エ所の所在地及び製造者又は加工者の氏名 (法人にあっては名称）輸入品にあっては輸入業者の所在地、氏名、名称」「添加物を使用している食品にあっては、当該添加物を含む旨」「保存方法」「アレルギー物質を含む食品については、その旨」「遺伝子組換え食品及び遺伝子組換え食品を原材料とする加工食品にあっては、その旨等」がある。

                　また、表示方法については、「容器包装を開かなくても見ることができるように、容器包装の見やすい場所に記載すること」「邦文でその商品を購入し使用する者が読みやすく理解しやすいような用語により正確に記載すること」となっている。

                　更に任意表示の事項については、消費者が必要とする情報を適切に提供出来る制度としており、「食品衛生法上は義務付けられていないアレルギー物質の表示（勧奨表 ）」や「遺伝子組換え食品の表示における任意の表示項目」等がある。

                　

            
            
                （２）日本農林規格(JAS法）とは？

                　日本農林規格（JAS法）は基本的に商品の品質基準が定められた法律であり、この一環として一般の消費者の選択に役立つような食品表示の基準が定められている。

                　加工食品の場合、日本農林規格（JAS法) での義務表示事項には、「名称」「原材料名」「内容量」「賞味期限」「保存方法」「製造業者等の氏名又は名称及び住所」があり、これらを一括して表不すること（「一括表不」 という。なお、輸入品にあっては「原産国」も記載）が義務付けられている。

                　また、任意表示の事項については、表示禁止事項、特色のある原材料の表示規制、「遺伝子組換えでない」等の表示規制、「有機」等の表示規制がある。

                　以上の様に食品への義務表示内容は主に食品衛生法と日本農林規格（JAS法）に規定された項目であるが、食品衛生法は一括表示の形態を指定してはいないので、表示形態は日本農林規格（JAS法）に基づいて実施することになる。

                　以上述べた食品衛生法と日本農林規格 (JAS法）に関して、加工食品での表示事 項の内容の比較を下記に一覧表としてまとめた。

                注

                (1)消費期限は、期限が製造又は加工日を含めておおむね5日以内のもの。賞味期限は 消費期限を規定する食品以外の食品へ表示する。

                (2)原料原産地名の表示が義務付けられているのは、一部の食品に限られている。

                (3)原材料の一環として、添加物の表示を求めている。

                (4)内容量を外見上容易に識別できる場合は省略できる。

                (5)常温保存の場合は表示の省略可。（但し、常温保存牛乳等省略できないものもある）。

                (6)輸入品に限る

                　

                ※食品によっては、これらの事項に加えて幾つかの事項の表示が義務付けられる。

                　

                (「くらしに役立つ食品表示ハンドブック」より）

                　

            
        
        
            ２．実際の表示を検証する

            　次に、具体的に食品衛生法と日本農林規格（JAS法）に関して、コンビニで販売されている代表的な商品であるおにぎり2種類（「おにぎり（鮭)」と「おにぎり（紀州梅）」）を取り上げ、表示内容の観点から検証した。

            
                （１）おにぎり表示の実態は？

                　実際に書かれている表示内容は別紙一2及び別紙一3を参照してもらうとして、ここでは気の付いた点を列挙してみた。

                　主たる表示項目に関して例えば、「名称」はその内容を的確に表現し、且つ社会通念上すでに一般化したものを記載し、いわゆる「商品名」ではない。そういった意味からは単に「おにぎり」とすべきである。

                　食品の名称の表示例でも大分類を「弁当類」、中分類を「弁当」そして小分類を「おにぎり」とし、原則、小分類の欄により記載することになっている。一方、商品正面には本来この商品の「商品名」、すなわち、「おにぎり」という文字がどこかに記載されるべきであるがどこにもなく全て「鮭（さけ)」や「紀州梅」という文字が並ぶ。「名称」と「商品名」が混同して表示されている。

                　次に、「原材料名」欄には、食品原材料、食品添加物の順で区分し、それぞれ原材料に占める重量の割合の多いものから順に記載することになっている。また、表記名については、「名称」の場合と同様に、その内容を的確に表現し、かつ、社会通念上すでに一般化した名称を用いることになってお り、その意味ではF社以外で記載されている「塩飯」という語彙は適正とは言えず（「酢飯」はある）、所謂、複合原材料でもあり、 消費者にとっては、F社の記載に見られる様に、「ご飯」と「塩」とに分けた方が親切と思われる。

                　

            
            
                （２）食品添加物

                　更に、「食品添加物」は「食の安全•安心」という観点から注意して読むべき内容であり、F社では2002年から添加物総量の削減の取組みを始めている。添加物の総量は不明であるが、使用数としては「おにぎり (鮭)」「おにぎり（紀州梅)」共にS社が最少であり、F社、M社が多い傾向にある。

                　食品添加物に関し、食品衛生法第2条第2項では「添加物とは、食品の製造の過程において又は食品の加工若しくは保存の目的で、食品に添加、混和、湿潤その他の方法によって使用する物」と規定されており、おにぎりの商品特性上、保存目的のウェイトが大きいと考えられる。

                　この点に関しては、特に「おにぎり（鮭）」 において、製造から消費期限までの猶予時間の差がS社（不明）を除いた3社で34時間（M社）～15時間（F社）と倍以上の開きがあったことと少なからず関連するのではないだろうか。猶予時間を長くするための一手段として添加物の種類や量を多くしているのであれば消費者の賛同は得られないのではないだろうか。企業としては、省エネ家電のトップランナー方式と同様に、技術力を磨いて添加物の削減に取り組んで欲しいと考える。

                　

            
            
                （３）アレルゲン表示

                　「アレルギー特定原材料」の表示も「食の安全・安心」という観点から注意して読むべき内容である。

                　S社のみ記載されていなかったので、直接、製造メ一力一 に問い合わせたところ、「S社からアレルゲンを含む原材料を使用しないこと」という指示があるとのことであった。ただ、その製造所において、他の製品でアレルギー物質を含むものを製造していればその旨の注意喚起表現は必要であるが、この点については確認しな かった。他の3社は記載しており、L社と F社は必ずしも表示義務のない「特定原材料に準ずるもの」の大豆も記載している。 ただ、最近はアレルギー情報への消費者のニーズは相当高いと言われており、使用している原料がそれぞれどの材料に含まれているのかといった詳細な情報提供も必要なのかもしれない。

                　

            
            
                （４）栄養成分表示

                　「栄養成分表示」は健康増進法に基づき、熱量（エネルギー）、たんぱく質、脂質、炭水化物、ナトリウムの順で各含有量を記載 (塩分やカルシウム量等を表示する時はこの5項目と併せて表示）するもので、消費者にとっては自分に必要な栄養成分を含んでいる（もしくは取りたくない栄養成分が少ない）商品を選ぶことが出来る便利さがある。

                　コンビニ以外のスーパー等で販売されているおにぎりでは、必ずしもこの表示が採用されてはいないが、今回調査のコンビニでは全て記載されており、昨今の消費者の健康志向を反映させた施策と思われる。

                　

            
            
                （５）気になる塩分の多さ

                　ただ、ナトリウム量の多さが気になった。

                　「おにぎり（鮭)」では、食塩量に換算して、1個あたり0.89g (F社）～1.24g (L社）であり、食べてみても何れの商品も塩味を強く感じた。S社やL社の「おにぎり（紀州梅)」の場合は更に食塩含量が跳ね上がって1.9gを上回っており、恐らく具材（鮭と梅干し）による差であろうがその真意は分からない。

                　これだけ食塩含有量が高いのにもかかわらず、「おにぎり（鮭)」ほど塩味を感じず、むしろ甘味や旨味があって食べ易かったのは、使われている梅干しが実は「調味梅干し」といって旨味を出すアミノ酸類や糖類も原材料の一部として使用していると推察される。消費者にとっては食べやすい方が 良いが、一方で食塩含有量を知ることなく過剰な食塩摂取があることは問題である。

                　2004年から業界を巻き込み、国をあげてこの減塩運動を繰り広げているのがイギリスであり、大きな成果をあげているようだ。塩分量が一目で分かる表示に心掛け、更に「塩分の取りすぎは高血圧につながります」といった注意書きも定着しているという。識者は、「日本人は世界的にみて塩分摂取量が最も多い集団になっている」と指摘している。

                　「日本人の食事摂取基準」によれば、食塩摂取の目標量は成人男子で10g未満（成人女子で8g未満）となっており、「おにぎり (鮭）」を2個食べたとすると25% (女子で31%)の食塩をおにぎりのみから摂取したことになり、これが低年齢になるほどその目標量に対する摂取割合は高くなる計算であり、消費者のための真の健康志向を謳うのであれば商品設計の見直しも必要ではないだろうか。

                　加えて、消費者の視点から言えば、ナトリウム含有量については、食塩含有量での表示にする べきと考える。

                　

            
            
                （６）誤解を招く表示

                　イメージ先行的な表現も所々で使われて おり、例えば「天然」や「保存料・合成着色料は使用しておりません」の表示には本当に妥当性があるのだろうか。

                　後者の表示内容については、確かに今回確認した各社の全商品とも間違いはないが、S社の「おにぎり（紀州梅)」を除いて、全社の商品とも大なり小なり何種類かの食品添加物（調味料、酸化防止剤、乳化剤、 pH調整剤等々）を使用していることが表示から読める。

                　消費者の関心の高い「保存料」や「合成着色料」が使用されていないと表記されれば、相当数の消費者は添加物無添加と誤解する可能性は極めて高いことが想像される。

                　私たちのイメージする「おにぎり」は母親が、自分で漬けた自家製梅干しや魚屋で買った塩鮭をごはんの真ん中に置き、これをパリパリの海苔でくるんだ素朴な「おにぎり」であり、それらは立派な日持ちのする食べものであった。

                　塩鮭に含まれる塩分が、また、梅干しに由来する塩分と有機酸が、腐敗の原因となる微生物の繁殖を抑制する理屈になっているのである。

                　食の安全への関心が高まる昨今、消費者はたとえ製造から消費期限までの猶予時間が短かくなったとしても、例えばS社の「おにぎり（梅)」（原材料名：塩飯、たたき梅、 海苔）やコープの「おにぎり（紅鮭)」（原 材料名：ご飯、紅鮭、のり、塩）といったような食品添加物を使用していない商品を望んでいるはずである。

                　S社が出来て何故他社は出来ないのか。 多少ハードルが高くても消費者が真に望む商品を供給できるよう努力を期待したい。

                　今回は、各コンビニで売られている多くの商品の中のごく一部を取り上げたに過ぎないが、その商品のラベルを通して、当該コンビニ各社の考え方や方針を僅かではあるが垣間見ることが出来た。
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        Ⅲ．環境問題への対応

        　地球温暖化防止対策として省エネは世界中の人々の差し迫った課題である。 また、新興国での食料需要の増加や代替エネルギ一としてのバイオエタノール用の農作物需要も新たな問題としてクローズアップしてきた。食料の多くを輸入に頼っている日本にとって、今後その供給が必ずしも保障されるものではなくなることも予想されるなど、私たちにとっても大きな課題といえよう。

        　省エネ、化石燃料に代わる新エネルギーの開発と利用、産業や生活様式を低 炭麵に変える等、これらを確実に方行 していくことが緊急の課題なのであるが、排出量削減の目標値を実現させるための営みは簡単なことではない。

        　コンビニは激しい競争の中で、販売機会の拡充と人々のニーズに応えるべく24時 間営業を行ってきたが、省エネの面からその是非を考える必要もあろう。

        　一方、コンビニの売上構成をみるとカップ麵・お菓子・レトルトなどの加工食品が32%、弁当・おにぎり・サラダなどのファストフードが30%、牛乳・パンなど日配食品が13%、雑誌・日用品など食品以外のものが25%を占める。売上の75%が食料品となっているが、人気ナンバーワンは15種類の弁当。1店で大体130個売れるそうであるが、店のイメージと売れ行きのためには少し多めに150個を注文するため、仕入れロスと有料ゴミとしての引き取り料金がコンビニ側の悩みでもあるようだ。同時に、社会的にも弁当の廃棄後の行方が気になるところである。

        　消費者の生活（特に食生活）スタイルのあり方と連動しているコンビニ業界の環境への取り組みの現状と課題について考えてみたい。

        　

        
            １．フ一ド・マイレージ

            
                （１）フード・マイレージの考え方

                　フード・マイレージの原点は、食品の輸 送にも排気ガスやC02の排出が伴うことから、環境のためには輸送距離を短くしようというイギリスの市民運動が提唱したものであるが、最近は食料の生産地から家庭までの距離に着目し、国ごとの比較をして日本の食糧事情を浮き彫りにすることを目的として利用されている。

                　『コンビニ弁当16万キロの旅食べものが世界を変えている』（千葉保•監修太郎次郎社エディダス）は、食卓の縮図でもあるA社の「和風幕の内弁当」の食材と産地を、フード・マイレージという点から取り上げている。そこに 紹介されている食材の産地表示は次ペー ジの表のとおりであり、このケースでは直線輸送距離で94,000km、輸出港から海上輸送で補正をすると160,488km (16万キロ）にもなり、ただただ驚くばかりである。

                　

                　

                　

                

            
            
                （２）エネルギーと水資源

                　私たちはこれに加えて特に「水の問題」 にも触れてみたい。

                　世界的な水不足が問題になる中、海外から輸入した食料をもし国内だけで生産したと仮定した時にどれだけ水が必要になったかを計算した「バーチャル・ウォーター」が注目されている。米1t作るのに要する水

                の量は3600t、小麦は2000t、トーモロコシが1900tである。畜産物1kgに必要な穀物の量は、豚が7kg、鶏は4kg、牛の場合は11kg必要と言われる。

                　日本は食料の輸入と同時に水資源も輸入 していることになる。

                　食料自給率ばかりでなく、食品の廃棄はエネルギーと水資源にも深いかかわりを持ち、水不足に苦しむ地域が多いことも忘れてならないことである。

                　

            
        
        
            ２．食品リサイクル

            
                （１）食品リサイクル法とは？

                　食品の売れ残りや食べ残しにより、又は、食品の製造過程において大量に食品廃棄物が発生している。食品リサイクル法の目的は、「食品廃棄物について、発生抑制と減量化により最終処分量を減少させると共に、飼料や肥料等の原材料として再生利用するため、食品関連事業者（製造、流通、外食 等）による食品循環資源の再生利用等（発生抑制、減量、再生利用、熱回収）を促進すること」である。下記に2006年度の食品 廃棄物発生量と再生利用等（発生抑制、減量、再生利用、熱回収）の実績値を示した。

                　環境省の2005年度資料によれば、家庭からの食品廃棄物量は約1054万トンとされおり、食品産業では、法律に従ってリサイクルの取組みを行っているものの、表の通り食品小売業、外食産業の取組みが遅れて いる。

                　日本フランチャイズチェーン(以下、FCと略）協会は、食品リサイクルの対策や目標について、費用の負担が大きいこと、1店舗の食品廃棄物の発生量が100トンに満たないこと、外食産業も抱えていること等で各社の取組みに格差があることから言及していない。

                　

            
            
                （２）コンビニ大手の4社の取組み

                　コンビニ大手の4社の取組みは、例えば弁当の廃棄は2005年6月から消費期限の2時間前として食品ゴミを減らす新しい試みが始まっている。今では、各社とも「食品リサイクル」として、店舗から排出された食品廃棄物を廃棄物処理業者が回収して工場に運び込み、そこで分別した後、破砕・乾燥して家畜の飼料や肥料を作る「生ゴミ回収リサイクルシステム」を構築している。

                　L社は、発生抑制として各店舗でストアコンピュータを活用し、過去の売れ行き、曜日、天候、地域行事などを確認しながら品揃えを検討して商品を発注し、ムダな廃棄を減らしている。食品のリサイクル実施店は約900店舗に及び、2006年度の食品リサイクル実施率は全体で18.2%、直営店で22. 8%である。

                　S社は、発生抑制策として、消費期限及び賞味期限の6日以上で短い期限のものについて、鮮度チェックを1日3回から9回に増やして早めに撤去していたものを、時間を延ばし売れ残り商品の発生抑制の工夫をしている。2007年2月末現在、食品のリサイクル実施店は首都圏を中心に1497店舗であるが、食品リサイクル実施率の記載はなかった。

                　F社は、生ゴミ減量策として直営店を対象に、個店設置型「電子レンジ式生ゴミ処理機」の導入を進めている。2006年度の食品リサイクル実施店は首都圏を中心に670店舗であるが、発生抑制策及び食品リサイクル実施率の記載はなかった。

                　M社は、2006年度の食品リサイクル実施 店舗は269店舗で、リサイクル実施店舗では、食品廃棄物が1店舗当り1日約10. 5kgあり、1日約3.5kgを養琢飼料にリサイクルしている。なお、発生抑制策及び食品リサイクル実施率の記載はなかった。

                　2007年12月に改正された食品リサイクル法では、FCの食品関連事業者で、約款に加盟店の食品廃棄物等の処理に定めがある場合は、加盟店において生じる発生量を含めて、食品廃棄物等多量発生業者であるかを判定されることになった。このことからもF C本部も目標を決めて各加盟企業に取組みの指導を行う等積極的な姿勢が必要である。

                　また、上記4社は当然該当することになるので、今後は目標を定めその達成のために、各社が先ず全店で食品のリサイクルを実施することが必要であり、毎年6月末までに前年度の状況について報告することが義務付けられたのであるから、環境報告書にも食品廃棄物総量と再生利用等の量・率の記載を期待したい。

                　家庭やホテル、レストランでの食品廃棄にも問題があるが、コンビニ各社にも食品の廃棄問題に重点的な取り組みが必要である。

                　

                　

                　

            
            
                （３）最近の国内の動き

                　今から40年前、アメリカで始まった食料支援活動である「フードバンク」システムが日本でも脚光を浴び始めている。「フードバンク」とは食品関連企業等から、何らかの事情で品質に問題が無いのにもかかわらず、廃棄せざるを得ない食品を提供してもらい、必要としている人達にNPOやボランティア団体等を通じて分配するシステムである。2007年は370トンの食料が集まったとのことであり、最近ではNPOやボランティア団体以外にも、フィットネスクラブを展開する一企業が会員らに呼びかけた個人向けの食品寄付運動「フードドライブ」を始める等、底辺からの広がりを見せている。

                　食品を提供する企業にとっては莫大な廃棄のためのコスト削減が、また個人にとっては食物をムダにしないで生かせる満足感があり、支援を受ける側にとっても食材が増えて恩恵を受け、結果として相互メリットは大きいと考えられている。

                　一気にアメリ力並みのレベルまで引き上げることは無理としても、東京、兵庫、広島、沖縄の各県でNPO団体が設立され、環境問題の意識の高まりを背景に活動が徐々に広がりを見せている。農林水産省も8月上旬に有識者による「食品ロスの削減に向けた検討会」を始めた。

                　食料自給率問題や食品廃棄物の問題等、何らかの施策が求められている現状下、食品•流通業界の慣行については、企業、行政そして消費者が一体となって真剣に考える時期に来ているのではないだろうか。

                　

            
        
        
            ３．容器包装リサイクル

            
                （１）容器包銮リサイクル法とは？

                　大量生産•大量消費によって廃棄物が増え続け、環境への影響は大きな社会問題となった。その中でも、容器包装廃棄物が容積比で62% (湿重量比で約24%)と高い割合を占めている。容器包装リサイクル法は、このような状況の中で容器包装廃棄物の減量化と再資源化を推進するために、1995年に制定され、2000年4月から完全施行された。

                　再商品化義務が生じる容器包装は、「ガラス製容器」「ペットボトル」「紙製容器包装」「プラスチック製容器包装」の4種類で、一般消費者向けに販売され、市町村によって分別収集されるものである。

                　容器包装リサイクル法の施行後、容器包装のリサイクル率は向上しているが、容器包装廃棄物の排出抑制の更なる推進として2007年4月には改正容器包装リサイクル法が施行された。

                　レジ袋は年間約300億枚消費（1人1日約1枚に相当）されていると言われている。消費者に対しては、マイバックや風呂敷等を持参しレジ袋を断ること、過剰包装を断ることを呼びかけている。

                　又、レジ袋を多く用いる小売業者に対しては、国が定める判断の基準に基づき目標を設定し、有料での販売、マイバックの持参を促す取り組みを通じ、排出抑制の促進等の取組を求めている。更に、容器包装を年間50トン以上用いる事業者には、毎年取組状況について国に報告を義務付けることとした。しかし、レジ袋の有料化は反対が多く、法制化出来ず事業者の自主判断とした。

                　

            
            
                （２）コンビニ大手の4社の取組み

                　ここでは、コンビニ大手の4社の環境報告書から容器包装リサイクル法の、特にレジ袋についての取組みを検証した。

                　コンヒニは最寄品が多くあり、衝動買いが中心でありマイバックを持参しての来店は期待できない等から、FC協会は、レジ袋有料化に反対の立場をとってきた。そこで、お客へのレジでの「声かけ」「協会統一ポスター」の掲示、レジ画面・店内放送での呼びかけ等で、1店舗当りの総使用重量を2000年度に対して2010年度、35%削減の目標を掲げた。

                　コンビニ大手の4社のレジ袋の取組みを見ると、1店舗当り2006年度の使用重量は、2000年度対比で、S社が26.7%、L社が 19.4%、F 社が12.1%の削減であり、M社は使用枚数で2004年度対比1%の削減であった。これらは各社がレジ袋の薄肉化に取組むことで達成した数値であり多少の差がある。また、各社とも削減数量の記載がなかったことが残念である。今後は、1店舗当りだけでなく全店トータルの使用枚数を削減するように取組む必要があり、また、総量の目標値の設定と取組み状況の公表が求められる。一つの実例として、仙台市のあるスーパー4店舗では、レジ袋の有料化 (1枚5円）に踏み切り、対前年75%～84% の削減率達成となった。また、別のスーパ 一ではレジ袋を断ると2円を値引きする対策を取ったところ、削減率は44%であったという。これらのことから見ると有料化が 一番効果の上がる方法である。まずは大手の4社が、率先して地区を決めレジ袋の有料化を試みてはどうであろうか。それによりレジ袋有料化の流れが起きて70%台の飛躍的な削減が図られる事を期待したい。

                　

            
        
        
            ４．省エネ対策

            
                （１）改正省エネ法とは?

                　政府は、日本の2006年度のC02排出量が1990年度比11.8%増加し依然高く推移しているため、改正省エネ法を2008年5月23日に国会で可決成立した。エネルギー使用量の算定・報告義務の対象を工場等の大規模事業所に加えオフイスやコンビ二等にも広げ、更には住宅を含む中小規模の建築物にも省エネを義務付け、一部を除き、2009年4月に施行される。

                　コンビニやファミレスなどのFCの扱いについて、現行法では1事業所当りのエネルギー使用量が少ないため規制対象外になっているが、エネルギー使用量の状況が類似した店舗を加盟店として多数設置しているからチェーン全体としては多くのエネルギ一を消費していると考えられる。

                　こうしたことから、省エネ法の枠組みを「工場単位」から「事業者単位」へ移行し、 直営店舗で事業展開する一定規模以上の事業者に所要の措置を求めている。

                　同規模のFCについても、本部が加盟店のエネルギー管理の実質的な権限を有すると認められる内容をFC契約に規定している場合には、FC本部に対し、1店舗毎ではなくチェーン全体のエネルギー管理に関わる対策を求めることが適当である。

                　コンビニ業界も規制を受け入れる方向でエネルギー効率の良い空調設備への更新や省エネ型照明への交換を進めている企業もある。業界全体での取り組みに広がっていくことを期待したい。

                　

            
            
                （２）各社の現状

                　これまでのコンビニ業界は各社間の競争の激化を受け、店舗数の拡大、1店あたりの営業規模の拡大、店内備品の増加、そして24時間営業店の拡大等々の結果として、C02排出量を増加させることとなった。

                　しかし、今年5月、政府が改正省エネ法を可決成立させコンビニ業界に高い省エネ目標を課した結果、これまでの省エネ施策以上の発想の転換が求められるのではないだろうか。

                　「2007年度環境報告書」を手にした時点は 2005年度の目標達成状況と2006年度の目標を読めるタイミングであり、各社とも独自の取組みへの企業努力が伺えた。具体的に4社の状況を見てみることとしたい。

                　L社は、環境保全活動の一環として、低公害車を導入したり省エネシステムを導入しており、また、2005年度省エネ達成状況の評価基準や2006年度の目標内容、更には 環境保全コストと効果を試算した環境会計についても読者にとっては分かりやすい印象を受けた。

                　F社は、天然ガス車・ハイプリッド配送車両の導入やエコドライブ徹底への取組みなど、物流面での省エネ策を推進している。

                　また、インプット・アウトプットを使った「マテリアルフロー」の提示や、省エネの効果をIS014001対応型環境会計として試算している点は分かりやすい。

                　ただ、2005年度達成状況と2006年度目標では、もっと数値化できるものがあると思われる。

                　S社は、諸施策の実施にも関わらず、1店舗あたりのco2排出量、総排出量ともに2003年から2005年まで年々悪化している。

                　サービス充実に向けた店舗設備の増加、店舗の大型化、店舗数の拡大が背景にあるとのことだが、これら施策そのものの見直しも含めて、省エネに向けた大胆な発想の転換が求められているのではないだろうか。

                　M社は、環境マネジメント、温暖化防止への取組み、廃棄物削減の取組みについて概略は理解できるが、全般に内容が希薄で具体的取組が見えてこない。例えば、温暖化防止への取組みでは、目標は何なのか、その達成度がどうなのか等具体的な記述があれば良いと思う。

                　

            
            
                （３）24時間営業問題

                　コンビニの深夜営業自粛を求める自治体が現れ、立場を異にする多くの関係者の声が新聞紙上等を賑わす機会が多くなった。

                　自治体は当初、地球温暖化対策として深夜営業の見直しを表明したが、その後、真の狙いは「深夜型ライフスタイルの変革」と「青少年の健全育成」ということが分かってきた。深夜営業が犯罪や非行の温床になっていることは紛れもない事実であり、また一方で、女性や子どもが駆け込んで助けを求めたりする防犯上の機能を果たしているのも事実である。

                　「深夜型ライフスタイルの変革」は、ゲームセンターやパチンコ店等、コンビニ以外にも多くの業種で同じように深夜型営業を行っている現状ではコンビニのみにその責任を転嫁するのは難しく、もしも規制されるとなれば雇用問題等、新たな課題が派生してくる可能性は否定できない。

                　また、夜間の長距離輸送、労働形態の多様化などに対応して、小売業が「24時間営業」に取り組んできたことは大きく評価されていいことだろう。私たちも夜間の長距離移動時に明るい店舗で腰を伸ばし、トイレまで借りてホッと一息つくことは多々あった。配送についても、共同配送を実現して回数を減らし、エコ配送に取り組むなど課題を一つずつつぶしてきた業界でもある。

                　この営業時間もコンビニのビジネスモデルとしての清潔で明るい店舗とともに、消費者の利便性を高めたという点で支持を得て伸びてきた一つである。

                　ただ、長年にわたり享受してきたこの利便性について、世界中で起こっている地球温暖化の深刻さを見せつけられるにつけ、本当にこのままで良いのかを私たちも考える必要がある。

                　コンビニ業界は、16時間営業にした場合のCO2削減効果は国内全体の0.009%程度と僅少であり、且つ深夜の電源は主に原子力発電でCO2排出が殆ど抑えられているという。「24時間原子力発電を動かしながら日中の需要ピークに合わせてCO2排出の多い石油火力で出力を調整している」という見解を示すが、世界的な温暖化対策への要求の高まりに対しては消極的な姿勢としか捉えられないのではないか。

                　最近、L社は大学と共同で、昼間は照明を絞ったり、外気温や湿度をみながら空調を弱めるといった操作を自動制御でき、消費する電力をC02排出量換算で約10～40%削減できる解析・制御システムの開発にメドをつけて明年以降、順次店舗に導入すると発表した。

                　コンビニ業界の各社・各店舗の設備は殆ど同じようなものであり、恐らくこれまで打ってきた省エネ対策（具体的には床の光反射や調光照明、省エネタイプの空調機器・冷蔵機器の採用等）では飛躍的な効果を得ることは出来ないと思われる。L社のような斬新な施策が求められる。

                　深夜営業規制論議の成り行きを見るうちに、私たちは今まで知ることも出来なかった、コンビニを経営しているオーナーの方々の生の声を見聞きした。

                　規制に賛成派、反対派、中間派等様々な意見があり、契約が年中無休24時間となっていても少数ではあるがフランチャイザ一によっては夜11時までの営業を可とする本部もある。

                　地域の特性や夜間の売り上げ等自店の事情を勘案し、柔軟な営業時間の設定を可能にすることも検討すべきではないだろうか。

                　これからのコンビニは、環境関係の法案が改正されてくると、今後益々、加盟店を含めた環境に配慮した経営が要求されてくる。しかし、加盟店は消費環境の悪化、競争の激化、物価上昇による経費増、環境関係の経費増等で、収益が悪化し撤退する店が出てくると推測される。本部も経費増にはなるが、それ以上に弱い加盟店により多くの皺寄せがくると予想される。

                　私たちは、各コンビニが市場での存在意義のある特徴を出し、本部が加盟店と共に栄えることが大切であると考える。
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        Ⅳ．フランチャイズと雇用問題

        　フランチヤイズ・システムは、本部と加盟者の「フランチャイズ契約」の締結により事業経営が行われる。法律的には、加盟者は本部から独立した事業者であり、経営には自己責任が求められる。しかし、加盟店経営は営業に対する第三者の統一的イナ一ジを確保し営業を維持するため、ノウハウ、物流、データ管理、店舗指導等、本部の強い指導・統制力により行われているのが実態であり、消費者から見ると本部と加盟者は、本店と支店の関係に見える。

        　そこで私たちは今回、直営店だけでなく、加盟店を含めたオーナー、ストア店長並びに従業員をめぐる雇用環境について検証するとともに、近年増加するコンビニ本部と加盟店間における訴訟の実情から、その問題点についても考察してみた。

        　

        　

        

        
            １．人手不足対策

            
                （１）苦悩する人材確保

                　求人雑誌には、アルバイト、パート募集の広告が多く掲載されている。時給単価も様々で、オーナーの従業員確保も大変な苦労である。主婦や学生を中心に細かなシフトで運営するが、急な休暇対応ではオーナ一自身が穴埋めをすることになる。非正規社員を正規社員に転換できれば、安定した人材確保になるが、人件費が収益を圧迫することを考えれば容易ではない。本部は、加盟店に何らかの支援策をとることが求められる。

                　新しい動きとして、今年度からS社は勤務時間を15分から受け付ける日払いの臨時雇用制度をスタートさせた。過去にS社で従事した実績のある経験者を登録し、急な欠員等に活用する。

                　また、M社、L社、F社は、外国人労働力の採用を実施している。今後の少子高齢 化や海外進出への備え、ダイバーシテイの観点からも歓迎したい。

                　

            
        
        
            ２．24時間労働問題

            
                （１）オーナー・ストア店長の長時間労働

                　24時間、年中無休の経営は、消費者にとっては利便性を享受できるサービスとして定着している。

                　しかしながら、一方では、人手不足を背景にオ一ナーやストア店長は長時間労働を強いられている。近年、100円ショップの台頭や、スーパーマーケットの営業時間延長の動向の影響もあり、24時間営業の看板を下ろすことは難しい事情もある。しかし、長年の長時間労働により、オーナーやその家族までが健康を害し、経営の継続が困難となるケースも多く、過労死や自殺等、今や社会問題化している。

                　契約が年中無休24時間となっていても、フランチャイザ一によっては、夜11時までの営業を可とする本部もある。地域の特性や夜間の売上げ等自店の事情を勘案し、柔軟な営業時間の設定を可能にすることも検 討すべきではないだろうか。

            
            
                （２）コンビニ強盗

                　深夜におよぶ営業は強盗事件発生の温床ともなっている。強盗を追いかけ、殺傷されたコンビニ店員の事件は記憶に新しい。

                　昨今、コンビニにおける取扱業務は拡大し、税金やクレジット代金の収納代行事務や宅配便の取り次ぎ、チケット販売やATMの設置など、店舗内の手持ち現金は増加している。売上現金の盗難は保険が付保されているが、収納代行による預かり金については、保険の対象外である。

                　さらに、従業員が傷害を受ける危険もある。オーナーが負傷しても経営者であるため労働災害には認定されない。深夜の店員が手薄な時間帯に強盗に入られたら防ぐことは困難である。

                　

            
            
                （３）万引き、従業員による内部不正

                　万引きによる商品のロスや従業員によるレジの不正は、店の収益に大きな影響を与える。オーナーは監視カメラの設置や巡回 より対応しているが、24時間レジに立つことは不可能であり、食事をとりながら力メラによる店内の観察をすることもあると聞く。

                 アルバイト等が時間帯で次々交代する現状では、従業員への教育や目配りも十分とはいかないであろう。

                　

                　

                　

            
        
        
            ３．本部と加盟店間の訴訟事件

            
                （１）残業代未払い事件

                　2007年9月4日、S社とFC契約を結んでいるC社の従業員は、店長らが中心となって正常な労使関係や労働条件の改善を要求し提訴した。実際には、管理監督者でないのに、時間外、休日、深夜労働手当を支 給されていないとして、残業代の支払を求めたものである。

                　裁判では、「雇われ店長は管理監督者ではない。裁量の余地、予算への権限なく、経営にも参画していない」という理由で経営者と一体的立場にある人ではないと判定された。

                　こうした中、2008年2月7日、東京地裁MDの店長残業代未払訴訟では、「店長の職務内容から管理職とはいえない」という理由で、同社に対し支払い命令が下された。

                　これを契機に、S社は、今年3月より直 営店の店長に残業代を支給することを発表した。店長手当を減額し、月平均45時間の店長の残業時間も30時間まで減らす目標を設定した。なお、L社やF社はすでに直営店の店長に残業代支給をスタートしている。しかし、これにはFCの店長は対象となっていない。本部には加盟店支援をする責務があるはずで、加盟店における労使関係や労働条件についても、十分な配慮と指導が望まれる。

                　

            
            
                （２）独占禁止法等の問題

                　本部と加盟店は独立した事業者であり、その取引関係には、「独占禁止法」が適用される。

                　公正取引委員会は平成14年4月に「フラ ンチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方について」を策定し公表しており、各コンビニ各社もこれに則り加盟店との契約と取引を行っているところであるが、両者間の取引をめぐる訴訟件数は増加している。フランチャイズ契約の締結過程の紛争（情報開示提供違反や保護義務違反）や不法行為の正否を争点とする紛争などがある。これらの紛争防止のためには、両者間の情報開示が具体的な内容で十分に行なわ れているか、契約締結後の取り引きが適正に行われているかを監視していくシステムの構築が求められる。また、フランチャイジーも独立した事業者として経営責任を負う以上、フランチャイザ一のデータと説明のみで決定するのではなく、自ら立地調査を行う等自己の判断と責任において、十分に検討のうえ加入を決定することが必要で ある。判例の主な争点は以下の通りである。

                　

                ①契約締結過程の紛争

                　フランチャイジ一希望者の適正な判断に資するため、フランチャイザ一による十分な情報提供が望ましいが、十分な開示を行わず、虚偽もしくは誇大な開示により、実際の内容より著しく優良又は有利であると誤認させ不当に誘引する場合は、不公正な取引方法一般指定第8条(ぎまん的顧客誘引)に該当する。

                　両者間での近年の紛争例には、フランチャイザ一がブランチャイジー希望者に対する事前説明での予想売上や収益額が実際と著しく相異することにより営業の継続が困難となったとする事案や、廃棄ロス原価を売上総利益に含む会計上の説明を十分に行わずに、ロイヤルティが実際より低い金額であるかのように情報開示したことに対し、情報開示提供義務違反を問う事案などがある。判例では、フランチャイザ一はフランチャイジ一希望者に対し、可能性のあるリスクや売上・損益予測の不確実性について客観的かつ的確に説明する信義則上の義務 負い、その説明が加入時の判断を誤らせる恐れが大きい場合には被った損害を賠償する責任があるものとして、一部損害賠償請求を認めた事件もある。具体的にどのような場合に該当するかについては統一した基準はいまだ確立されていない。店舗売上予測の手法が科学的に確立されていない現状では、実際の売上高が予測を下回ったとしても合理的な方法で予測したものである 限り、直ちに独占禁止法違反に抵触するものではないとしている。

                　

                ②契約締結後の運営時での指導・援助等

                　本部が指導・援助・アドバイスをする契約上の義務を負いながら、実際には不十分で経営悪化により閉店に追い込まれたとする加盟店からの債務不履行による訴えがある。フランチャイザ一がフランチャイジーに対して具体的にどのような指導・援助を行うかについては、各社の「フランチャイズ契約締結のための要点と概説」に記載されているが、その内容は抽象的であり明確になっていない。裁判例では、信義則により「客観的かつ正確（的確）な情報を提供すべきこと」が判示されているものもあるが、具体的にその内容を示したものはない。

                　両者間での契約条項の解釈や具体的内容を特定することが困難で、フランチャイジ一がフランチャイザ一の債務不履行を証明することは困難である。

                　一方、本部から加盟店への訴訟例としては、本部に無断での商品・サービスの提供や、ノウハウを流用する守秘義務違反に対する事案などがある。

                　近々には、「請求書、領収書等会計帳票開示・提出訴訟」が提起されるなど、コンビニ会計問題の透明性が問われている。

                　

                (参考文献：『フランチャイズ契約裁判例 の理論分析』金井高志著判例タイムズ社）
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        Ⅴ．コンビニの利便性と食の見直し

        　近年、日本人の働き方が変化する中で、家族関係や生活スタイルも大きく変わり、それに伴って起こる食生活の変化が様々な問題を引き起こすこととなった。

        　朝ご飯を食べずに登校する子、米飯を食べずにファストフ一ドの肉や油を多く使った料理を好む若者達、一家団欒としての食卓を囲むことが出来ない家庭事情での孤食の問題、一人暮らしの社会人や学生が殆 毎日市販の弁当に頼るなど、それぞれは利便性などの個人的嗜好や個別的問題のように見えるが、ともするとそれらの栄養バランスを欠いた食事内容が多くの成人病やその予備軍を増やす結果にもなっている。

        　また、食料の61%を外国から輸入している日本で、廃棄する食料の量は1年間で約2,200万トンにも上り、それは世界で8億人の人々が飢えている時に、その1億人を救える量に匹敵するといわれている。

        　日本人一人ひとりの食生活のあり方が社会問題化しており、食の見直しや「食育」の必要性が問われるようになった。

        　そこにはコンビニも様々な形で関っていることから、便利なため多くの人々に人気の弁当やおにぎり等について「食育」の観点から見ていくこととする。

        　

        
            １．食育基本法からみる

            
                （１）コンビニにも食生活改善の資務

                　2005年、国民が健全な心身を培い、豊かな人間性を育む「食育」を推進することを目的として食育基本法が成立した。その後、各都道府県で食育基本計画が策定され、その中で食生活の見直しのため「食育」について家庭で、学校で、地域で取り組みを進めようという指針を具体的に示している。

                　私たちが食事と関わる場所は家庭だけではなく、学校給食であったり、スーパーマ一ケット、コンビニやレストランであったりする。コンビニは食育基本法でいう「地域」での取り組みに該当し、食品関連事業者として「食育」を推進する責務のある関 係者として位置付けられ、地域における食生活の改善のための取組みを推進する責務を担うこととされている。

                　どこで食事をしたとしても私たちの食べているものが、いつ、どこで作られ、消費期限がいつまでなのか、どんな栄養分のものをどれだけ摂取したのかが一人ひとり自覚でき、自然の恩恵や食に対する感謝の念を持っことができれば、食べ残しも大分減ることと思われる。

                　私たち自らが食を見直すことが大切であることは言うまでもない。

                　しかし、現実には、時間に追われる多くの学生や社会人にとっては地域の身近な所にあって、いつでも手に入る便利なコンビニの弁当、サンドイッチ、おにぎりはなくてはならないものとなっていて、忙しい彼らは取り敢えず空腹を満たすためのものであり、できたらそれがこってりした肉料理で美味しいものを食べたという思いになれたらいいという選び方をするであろう。コンビニはそういう彼らの好みやニーズに合ったものを提供してきた。しかし、栄養パランスを欠いた食事が長期間続くことで、成人病やその予備軍となることが懸念される。

                　昨今、社員食堂や大学生協食堂では自分が選んだメニュ一の料金支払い時に、栄養 摂取量が詳細に示されるシステムを取り入れているところも増えている。地域や学校での「食育」の取組みの一つといえよう。

                　コンビニにおいても、当会の調査では食品衛生法では必ずしも表示義務がないナトリウム量が表示されていたのは評価されるが、実際には塩分が多く味付けが濃い傾向があるなど、毎日摂取する人の健康について考慮されたものであるかは甚だ疑問であった。

                　また、「2007年度環境報告書」では「食育」について触れているのは1社のみであった。

                　コンビニ弁当が、いつでもすぐ手に入る利便性のニーズに応えるものであっても、地域での食育を担うという意識が今までは希薄であったと言わざるを得ない。

                　「食育」の観点からコンビニ弁当、サンドイッチ、おにぎりについて、次のことを望みたい。

                ①野菜も取り入れ、栄養バランスのとれ たもの

                ②肉類、油脂を多く使い過ぎ、高力ロリ 一にならないよう配慮したもの

                ③成人病予防のため塩分をひかえた味 付けのもの

                ④食の安全のため食品添加物を極力ひかえたもの

                ⑤地産地消を心がけた食材を使用

                ⑥ご飯食（和食）の推奨

                ⑦高齢者向け弁当の提供

                　今後、学校教育での「食育」が普及していくものと予想されるが、家庭や学校で培ってきた食生活に関する考え方が、社会人になってコンビニ弁当を利用するようになった時に途切れることなく繫がっていき、これから増えていく高齢者にも利用されるような内容のものを提供してくれることを願いたい。

                　

            
        
        
            ２．食料自給率向上を目指して

            
                （１）廃棄抑制対策と地産地消を

                　わが国の食料自給率が40%を切ったことも影響し、コンビニの弁当、おにぎりなどについて期限切れ前に廃棄処分されることの是非が問われるようになった。いくつもの弁当やおにぎりが簡単に廃棄処分され、しかもそのために多大な費用がかけられている。そのことについては、今では殆どの国民が知るところである。これは消費者側の過度な安全志向にコンビニ側が応えた結果であり、先ず消費者の意識こそが問われるところである。

                　日本の食料廃棄量は全体で年間約2200万トン、そのうち家庭からの廃棄量はその半分程の約1054万トンである。私たちが1粒のお米を残したとすれば、0.02gだけれど日本中の人が残したら、全部で2600kgになる。これは私たちが買うお米5kg袋で520袋にもなる。私たち一人ひとりが家庭での食生活で無駄のない利用に心がけると共に、コンビニでも廃棄量を極力抑制する対策が急がれるところである。廃棄分を限りなく減らすだけで自ずと食料自給率を向上させることになる。更に、環境保全や安全・安心を考慮して地場産品を取り入れることで、さらに食料自給率を上げることができるのである。コンビニ各社も地産地消を努力目標として取り組んでいくことを期待したい。

                　近年、温暖化の影響により、オーストラリアでは干ばつ、アメリカではハリケーンの被害が多発し、加えて中国やインドでの食肉需要の急増、先進国でのバイオ燃料需要の増加などで食糧の安全保障のリスクも高まってきている。

                　輸入食品の安全が危ぶまれる事件も多発しており、リスク管理の対策という観点からも地産地消をめざすシステムの構築が必要である。

                　食料自給率を向上させるためには食料を無駄に廃棄されることのないよう、家庭や学校だけでなく、地域でのコンビニにおいても対策が急務である。

                　

                　

                

            
        
    

    
        コンビニエンスストアを考える51

    

    
        48コンビニエンスストアを考える

    

    
        Ⅵ．コンプライアンス

        　企業におけるコンプライアンスは、法律や規則といった法令を守るだけでなく、社会規範や企業倫理をも守ることまで含まれる。今日企業では、CSR (企業の社会的責任）とともに非常に重要視されている。

        　そこで私たちは今回、主要コンビニ各社の「2007年度環境報告書」を読む場合、単なる法令順守だけではなく、一般的な考え方として言われている、「社会秩序を乱す行動や社会から非難される行動をしないこと」は勿論のこととし、「よりよき企業人、社会人であるために求められる価値観・倫理観に基づいた行動の実践を行っているか」まで視点を拡大した。

        　

        
            １．コンビニのコンプライアンス

            
                （１）広がるコンプライアンスの概念

                　このような視点に立ってコンビニ業界を捉えた場合、コンプライアンスの範疇としては、「商品（特に食品）の安全・安心」「法令順守のガイドラインのあり方」「公正な取引」「個人情報の管理」更には「広義のお客様、従業員満足度のファクター」（少子化対策、高齢者対策、女性社員の役職登用、従業員の訓練、教育）まで拡大して捉える志向が傾聴されつつある。

                　コンプライアンスの概念、基準は常に一定ではなく、企業や消費者を取り巻く環境や国際社会の動向にも左右され、且つその基準、度合いは時期の経過とともに高度化、多様化しつつある。

                　具体的な各社のコンプライアンスについては、別紙一1のような状況であり、法令順守の規制は各社とも管理されているが、倫理や社会規範などに即した行動をグループ企業のミッションとはしているものの、最近の他企業などで発生している企業の存亡を左右するリスク管理（リスク予防と危機管理）までの踏み込み不足が感じられる。

            
        
        
            ２．コンビニとリスク管理

            
                （１）リスク管理のあり方

                　消費者の視点で見た場合、建前論や精神論だけでは納得できない。企業の存亡を左右するリスク管理が重要である。最近は、むしろ社会の常識や消費者の意識が大きく変化しているので、昔のような企業行為が許されなくなっていることを自覚すべきである。

                　もしこれ らの事象に対し、軽率な態度では、最近の他企業における「食の安全・安心」に関わる事件を鑑みると、消費者から見放され、まさに企業存亡の危機に瀕すると言っても過言ではないと考える。

                　そこで次の事項を提言しておきたい。

                ①社会（消費者、投資家)、特にステークホ ルダーに対する正確な情報開示が基本である。

                ②事件や事故を隠蔽はしてはならない。また隠蔽と看做されることも同じである。

                　従って、法令順守だけではリスク管理はできない。企業の社会的責任、企業の倫理まで視野に入れることで有効なリスク管理が可能とな•る。

                　次に、最近の一連の企業不祥事を背景として有効なリスク管理のあり方を考えてみた。

                ①リスク零が真のリスク管理ではない。

                　どんな企業でも残念ながら間違いは起こる。そうした事故や不正の数を可能なかぎり減少させ、万一発生の時は、迅速な対応と合理的なリスクをコントロールする意識を常に組織に浸透させておく必要がある。

                　例えば、この10月25日に発生した、千葉県柏市の「伊籐ハム」工場でのシアン混入水で製品を製造していた件であるが、新聞の報道によれば、9月24日にその事実が判明していたのにも関わらず公表が1ヶ月も遅れたことなどはその典型的な事例である。企業としての適切なリスク管理とスピ一ドある対応を望むものである。

                ②世の中の常識を企業内に取り込む。

                　マニュアルなどの知識偏重に陥ることなく、世間常識に照らし「おかしい」と感じたことを常に発言できる職場雰囲気、意識が重要である。それにはトップの明確なメッセージが不可欠である。

                　また、内部告発に対する社内対応の体制の整備、指摘があった場合の公正な判断、それらの処理スピードが重要である。

                　つまり、消費者の目線で物事を見ることが大切である。そうでなければ、消費者の不安感、疑念を払拭することはできない。

                ③グロ一バル化社会に対する対応

                　最近発生した「ギョウザ事件」だけでなく、その後も、事故米を使用した食料品や輸入食品からメラミンが次々と検出され、大きな社会問題になっている。私たちをとりまく社会環境は、グローバル化が以前とは比較にならないスピードで進展している。

                　我が国における食料自給率やエネルギー事情をみても今後ともこれらの事象は避けて通ることができない。

                　一方、コンビニ業界においても事故米「おにぎり」の販売が一部の店舗で行われた事実をマスコミで報じられた。従って、従来にも増して、これらに関する具体的な対応、備え、取り組むシステムなどについて、国、企業はもちろん、業界全体、そして地球的規模での対応、対策が早急に進展していくことを期待したい。
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        Ⅶ．おわりに

        　今回は、「消費者の視点」に立って、日常生活におけるもっとも身近な店舗になっているコンビニを取り上げ「環境報告書」という素材のもと分析を試みた。

        　そもそもコンビニは、年休無休で長時間の営業を行い、日用に供する商品を取り扱う利便性の高い店舗として私たちの日常生活のなかに組み入れられて久しい。

        　しかしながら、昨今は環境や防犯上の観点から見た深夜営業問題、消費期限や売れ残りによる商品ロス問題、「食の安全・安心」 などについて、消費者の関心が高まってきている。

        　特に今年は、中国の冷凍餃子事件や冷凍野菜「インゲン」事件などを契機に「食の安全・安心」に社会的関心が高まるとともに食のグローバル化に伴い、国際問題ともなっている。仮に安全でない食料が万一流通する社会は、人間の存在を根底から危うくするものである。私たちが毎日とる食事が安全なものであることは当然のことであるにもかかわらず、最近、コンビニ業界でも汚染米が混入した「おにぎり」が販売されたことで大きな社会問題となった。

        　現在、私たち消費者は「社会サービス」に多かれ少なかれ依存して暮らしており、 食のグローバル化などで、コントロールできない状況におかれている。

        　「安心」とは安全についての信頼感である。多くの消費者から信頼されるような安全システムの確立が不可欠である。

        　今回、私たちは食の安全を切り口に、環境問題に対する対応、フランチャイズと雇用問題、コンビニの利便性と食の見直し、コンプライアンスと多岐にわたって言及を試みたが、回りを取り巻く状況は、時々刻々変化しており、更なる継続的注視が不可欠と考えている。

        　最近、仙台市内近郊のコンビニ店舗の閉鎖が目につく。地元消費者からは不便だとの声が聞かれる。定量的なデータは持ち合わせていないが、持続可能な環境での店舗づくりはコンビニ店主のみならず消費者こそが望むことなのである。

        　「消費者の視点」に着目しての私たちの分析が今後のコンビニ業界の業務運営や消費者行動の参考になれば幸甚である。
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        食育基本法ってどんな法律・・・？

        （食品関連事業者等の責務）

        第十二条

        食品の製造、加工、流通・販売又は食事の提供を行う事業者及びその組織する団体（以下「食品関連事業者」という）は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、自主的かつ積極的に食育の推進に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する食育の推進に関する施策その他の食育の推進に関する活動に協力するように努めるものとする。

        （国民の責務）

        第十三条

        国民は家庭、学校、保育所、地域その他の社会のあらゆる分野{こおいて、基本理念にのっとり、生涯にわたり健全な食生活の実現に自ら努めるとともに食育の推進に寄与するよう努めるものとする。
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